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「中国経済研究会」のお知らせ
2013年度第7回（通算第39回）の中国経済研究会は下記の要領で開催することになりました。大勢の方のご参加をお待ちしております。 

記 
時  間： 2014年1月28日(火) 16:30－18：00 
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下一階みずほホール
報告者： 張紅咏　（独立行政法人経済産業研究所　研究員） 

テーマ： Does agglomeration promote the product innovation of Chinese firms?

注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2013年度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月23日（火）、 5月21日（火）、 6月18日（火）、7月23日(火) 

後期：10月22日（火）、11月19日（火）、12月17（火）、1月28日（火） 

（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。）
************************************************************************************************
中国ニュース　１.６－１.１２
ヘッドライン

■　日中関係：新たな「政冷経熱時代」が到来
■　米メディア：２０１４アジアで注目すべき４つの動向

· 自動車：新車販売２千万台超え、日本車も２位維持
· 貿易：中国の貿易総額が初の４兆ドル超え
· 調査：日本企業の７割超が「中国企業と協力できる」、中国企業は「できない」が過半数
· 米誌：世界の研究開発費、米国は減少、日中は増加
· 人物：香港メディア王邵逸夫さん死去、享年１０６歳
· 観光：１３年の国内観光客は延べ３３億人
· 海外Ｍ＆Ａ：１５５年の歴史を持つ肉まんチェーンが米国進出
· 台湾：２０１３年のＣＰＩ上昇率０．７９％、近年で最低水準
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ニュース詳細

· 日中関係：新たな「政冷経熱時代」が到来
【１月６日　中国網】２０１２年９月の日本の尖閣諸島国有化を受けた悪夢のような反日デモから１年３カ月。日本企業の対中ビジネスマインドが回復、日中経済間に融和ムードさえ醸成されていた。中国最大の商業都市上海市では伊勢丹、三越などのデパートやイオン、イトーヨーカ堂、ユニクロ、東急ハンズなどの店舗も活況を呈していた。昨年９月末オープンした世界最大のユニクロ店舗となる旗艦店は、家族連れや若者で連日大賑わい。午前１０時の開店直前に訪れたところ、百人近い客が入り口に並んでいた。中国のユニクロ店舗数は２２６。１４年８月期の１年間だけで８０店もの大量出店を計画、中国ビジネスは飛躍期を迎えているという。百円ショップ・ダイソーの現地法人「大創百貨」上海店の５フロアもある大規模店舗は日用雑貨、文房具から化粧品、食品に至るまで多くの商店が所狭しと並び、地元客で大賑わいだった。王雅曇店長は「多くのお客さんが来てくれて売り上げは伸びている。日系企業ですが昨年秋の反日デモの影響は全くありません」と語っていた。日本のメーカーや商社の対中進出も回復しつつある。１３年１～９月の日本の対中直接投資は６％増となり、日中関係緊迫化により激減するとの予想を覆した。政治的な対立下でも中国市場重視を変えない日本企業の姿勢が明確になった格好だ。中国に進出している日本企業約２万社の８割以上が今後も中国消費市場を重視しているとの調査結果もある。中国事業の直近の売上高について進出企業の大半が「問題発生前の水準かそれ以上を確保している」とされる。１３年度に中国関連の売上増を７割が見込み、増益予想も４割を上回る。設備投資を前年度から「増やす」とした企業は４割に上り、「減らす」とした企業は１割にとどまった。販売や生産・調達の拠点としての今後の展開について、「変更はない」が６割を占めた。販売増のため拠点の拡大を検討あるいは実行している企業も３割弱あった。リスクを乗り越えていく姿が浮かび上がる。

· 米メディア：２０１４アジアで注目すべき４つの動向
【１月５日　新華社】米ブルームバーグ通信はこのほど、記事「２０１４アジアで注目すべき４つの動向」を掲載、日中間の紛争を予測した。安倍首相の靖国参拝を受け、中国はすでに一連の報復リストを準備している。日本の自動車メーカー、電子輸出産業、観光業は打撃を受けるおそれがある。尖閣諸島海域では実際に交戦が起き、航空機や船舶が巻き込まれる事件が発生するかもしれない。昨年中国が設定した防空識別圏は両国の緊張をさらに高めることとなった。一般には日中が交戦まで進むことはないと考えられているが、この地区で緊張が高まればグローバルマーケットが影響を受ける可能性も否定できない。このほかアジアで注目すべき動向として、各国で高まる民衆の不満を受け、何らかの大きなデモが発生する可能性や、インド、インドネシア、タイなどでの指導者交代、各国の国債暴落が挙げられた。
· 自動車：新車販売２千万台超え、日本車も２位維持

【１月１０日　新浪網】中国自動車工業協会は９日、２０１３年の中国の新車販売台数が前年比１３．９％増の２１９８万４１００台だったと発表した。５年連続世界１位。日本の約５３８万台の約４倍で、一つの国で２千万台を超えたのは世界史上で初めて。乗用車のうち、日本車のシェアは１６．４％で、海外勢ではドイツに次ぐ２位を維持した。新車販売台数の伸び幅は前年に比べ９．６ポイント上昇。新車販売のうち、乗用車は１５．７％増の１７９２万８９００台で、伸び幅は前年比８．６ポイント上昇した。商用車は６．４％増の４０５万５２００台で、１３年の５．５％減のマイナス成長からプラスに転じた。乗用車販売のうち、日本車のシェアは前年と同じ１６．４％で、海外勢ではドイツの１８．８％に続く２位を維持した。１１年までは１位だったが、１２年に日中関係悪化などで２位に下落していた。昨年の３位以下は、米国系１２．４％、韓国系８．８％、フランス系：３．１％となった。１３年の自動車生産台数は１４．８％増の２，２１１万６８００台、伸び幅は前年比１０．２ポイント上昇した。全国乗用車市場信息聯席会は、１３年に販売が拡大したほか、今年中に交通渋滞が深刻化する大都市各地で自動車の総量規制を相次いで導入するため、今年の伸び幅は１０％を下回ると予想している。
· 貿易：中国の貿易総額が初の４兆ドル超え
【１月１１日　新華社】中国政府・海関総署（中国税関）は１０日、２０１３年における貿易統計を発表した。貿易総額は前年比７．６％増の４兆１６０３億３０６４万ドルで、初めて４兆ドルを超えた。輸出は前年比９．９％増の２兆２１００億４１９４万ドルで、輸入は前年比７．３％増の１兆９５０２億８８７０万ドルだった。最大の貿易相手は欧州連合（ＥＵ）で、貿易総額は前年比２．１％増の５５９０億６３１５万ドルだった。次いで米国の５２１０億２０９万ドル（前年比７．５％増）、香港の４０１０億７４１万ドル（前年比１７．５％増）だった。東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）は全体で１０．９％増の４４３６億１０８３万ドルだった。日本は５．１％減の３１２５億５３２９万ドルだった。

· 調査：日本企業の７割超が「中国企業と協力できる」、中国企業は「できない」が過半数
【１月１０日　環球時報】昨年１２月に中国の環球世論調査センターが日本経済新聞、韓国の毎日経済新聞と共同で３カ国の企業経営者に対する調査を行ったところ、中国の企業経営者から１００件、日本から１０９件、韓国から１３７件の回答を得た。歴史問題や領土の問題をめぐって中韓の日本に対する反発が強まる中、日本企業の経営者の間では、北東アジアの政治的対立が「経営に影響する」と考える人が２９％と、３カ国中、最も多くなった。中国では１４％、韓国では３．７％だった。ただ、こうした状況の中でも日本企業経営者の７７．６％は「中国企業と協力できる」と回答。一方で、中国企業経営者では５７％が「できるだけ協力は避ける」「絶対に協力はしない」と答え、「協力できる」との回答は１３％にとどまった。こうした結果について中国人民大学東アジア研究センターの黄大慧主任は、「日本では政経分離の考えがある程度の割合を占めるが、中国の企業家は政治と経済が切り離せないと考える傾向が強い」と指摘した。
· 米誌：世界の研究開発費、米国は減少、日中は増加
【１月５日　新華社】米医学誌「ニューイングランド・ジャーナル・オブ・メディシン」（最新号）に掲載された研究報告書によると、米国の科学研究費は２００７－２０１２年に減少した。一方で日本と中国の経費はいずれも増加の流れを示し、アジアが世界の科学研究費全体に占める比率が６ポイント上昇した。同報告書によると、米国の同５年間の年間科学研究経費は１３１０億ドルから１１９０億ドルに減少した（実際の購買力に基づく）。同期の日本の科学研究費は９０億ドル、中国は６４億ドル増加した。全体的に見ると、米国は依然として世界一の科学研究大国であるが、アジアが世界の科学研究費に占める比率は１８％から２４％に上昇した。欧州は安定を維持し、約２９％となった。バイオ医学の研究を例とすると、米国の２００７年時点の経費は世界の５１％に達していたが、２０１２年には４５％に低下した。研究に参加したミシガン大学の医学専門家は、「長期的に見ると、バイオ医学の研究は川下の経済産業に対して重要な影響を及ぼす。ゆえに米国は同分野の研究の優位を維持するよう努力するべきだ」と指摘した。同報告書は、「米国は連邦政府の科学研究費の増加に取り組むと同時に、産業界に政策の刺激を提供し、バイオ医学などの分野で米国本土での投資拡大を奨励すべきだ」と呼びかけた。

· 人物：香港メディア王邵逸夫さん死去、享年１０６歳
【１月７日　新浪網】香港で映画やテレビなど娯楽産業の発展に大きな功績があった邵逸夫さんが７日、死去した。邵さんは１９０７年１１月１９日生まれで、満１０６歳だった。生まれは清国浙江省寧波。６人兄弟姉妹の末っ子だったので邵老六（邵家の六男）などと呼ばれた。香港に渡って映画会社の「邵氏兄弟電影公司（シャウ・ブラザーズ）」を興した。同社は１０００作以上の中国語作品を世に送った。また、１９６７年に電視広播有限公司（ＴＶＢ）を開局し、その後も経営にたずさわった。同局は香港のテレビ界発展のために主導的な役割を果たし、アジア最大の商業テレビ制作センターとなった。また、ＴＶＢは現在、香港、澳門（マカオ）、中国大陸部、台湾をエリアとしてテレビ放送事業を推進。芸能人の育成にも力を入れており、中華圏における娯楽産業で、最も大きな影響力を持つ企業群を形成している。邵さんは１９７７年、英国のエリザベス女王からＫｎｉｇｈｔ　Ｂａｃｈｅｌｏｒ（ナイト・バチェラー）の爵位を与えられた。爵位としては最後列だが、香港の娯楽産業関係者が英国の爵位を与えられたのは初めてだった。邵さんは慈善など公益活動を推進したことでも評価された。１９７５年には邵氏基金を設立。世界各地の教育、医療、福祉活動に資金を提供した。同基金の寄付金の総額は３２億香港ドルを上回ったとされる。香港中文大学、香港理工大学、香港大学、香港城市大学、香港バプティスト大学の施設建設にも資金協力した。１９８５年からは中国大陸部の大学や学校建設のために資金を寄贈した。中国中央政府は２００５年、長年にわたる邵さんの慈善事業の努力と精神を表彰するとして「中華慈善奨終身栄誉賞」を授与した。

· 観光：１３年の国内観光客は延べ３３億人
【１月６日　中国新聞網】中国観光研究院がこのほど発表した「中国観光経済青書」によると、２０１３年に中国の国内観光客数は前年比１１．６％増の延べ３３億人に達した。「観光業の発展加速に関する国務院の意見」が打ち出した目標を２年前倒しで実現した。２０１４年も中国観光経済は落ち着いた比較的速い成長を維持する見込みだ。
■　海外Ｍ＆Ａ：１５５年の歴史を持つ肉まんチェーンが米国進出
【１月１０日　新華社】９日、１５５年の歴史をもつ包子（肉まん）の老舗「天津狗不理」がこのほど、海外進出を行うことを明らかにした。米国の有名なコーヒーチェーンを合併買収（Ｍ＆Ａ）し、同チェーンが世界４０数カ国に展開する数百店舗をよりどころにして事業を展開するという。Ｍ＆Ａ取引は今年上半期に完了の予定で、完了すれば中国の外食産業企業にとって過去最大規模の海外Ｍ＆Ａになる。ある業界関係者の話によると、中国外食産業企業の海外進出には多くの難問が横たわる。たとえば企業は現地の法律、市場、文化的環境を熟知していないことに加え、外国為替の監督管理や従業員の査証（ビザ）といったより重大な問題も隠れている。しっかりした計画を立てずに海外で独立した店舗を開設すれば、建設周期が長くなり、投資コストが高くなるだけでなく、経営リスクも非常に大きいという。狗不理は２００５年に国有企業から株式会社への転身をはかり、その後８年間で、直営店は２店から３０店に増え、多くの省・直轄市で老舗の味が食べられるようになった。
· 台湾：２０１３年のＣＰＩ上昇率０．７９％、近年で最低水準
【１月６日　中央社】行政院主計総処は６日、昨年（２０１３年）通年の消費者物価指数（ＣＰＩ）の年上昇率が０．７９％にとどまったと発表した。これは２０１０年以来で最低の伸び幅となり物価が「穏やかに上昇」したことを意味するという。同処によると、昨年のＣＰＩ上昇率は２００９年にマイナス０．８６％を記録して以来の最低で、生鮮食料品（青果）とエネルギーを除くコア指数は０．６５％の上昇でこちらも２０１１年以来の最低となった。１年を通して物価に影響が目立った項目には、上昇幅が大きかった順に漢方薬材（１０．１１％）、鶏肉（９．８８％）、プロパンガス（６．２５％）、米（５．７１％）、観光ツアー費用（５．１１％）で、下降幅が大きかったのはテレビ（－１０．６７％）、デジタルカメラ（－１０．９１％）、携帯電話（－１０．０３％）などの電気製品だった。また、電気料金値上げにより昨年第４四半期のＣＰＩ上昇幅は当初１．１２％と見込まれていたが実際には０．５６％で、電気料金の上昇コストが予測を下回ったとみられる。なお、台湾以外の主要国・地域における２０１３年のＣＰＩ上昇率は１～１１月間で日本０．２％、アメリカ１．５％、シンガポール２．４％、中国大陸２．６％、香港４．３％で、韓国は通年で１．３％だった。
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今回の（リーマン・ショック後の）金融危機に対するアメリカ政府並びに議会への提言
2014.1.15

　　　　　　　　　　　　　　　　京都大学東アジア経済研究センター協力会会長
　　　　　　　　　　　　　　京都大学大学院経済学研究科・経済学部名誉フェロー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大森　經德
　先週発行のこの京大東アジアセンターニュースレター第500号の「協力会からのご挨拶」の最終部分で、米国・ノースウェスタン大学のコトラー教授が昨年12月に日本経済新聞の「私の履歴書」で、米国企業の最高経営責任者（CEO）の巨額報酬と米国社会の貧富の格差の大きすぎることに怒りを表明し、最近の米国ではこの資本主義の矛盾解消策の必要を説くコンシャス・キャピタリズム（意識の高い資本主義）という言葉が流行り出している。同教授はその解決策としての著作「資本主義の再考と解決策」を現在執筆中である、との報告を書きましたが、このコトラー教授の所論と酷似した問題提起と提言を、既に私・大森がリーマン・ショック後の2009.3.23日付京大ニュースレター第258号の紙上で「今回の金融危機に対するアメリカ政府並びに議会への提言」として公表済みですので、この機会に再掲させていただきます。本稿に関しては、同号で、当時の京大東アジア経済研究センター長であられた劉徳強教授が「アメリカ発の世界的な金融危機が深刻さを増す今現在、著者のこの金融危機発生以前からのアメリカ的な資本主義に対する批判にはまさに先見の明があったと言えよう。」とのコメントを書いて下さっています。ご参考としていただければ幸いです。
　尚、この提言は「累進課税の強化を中心に、中国の貧富の格差解消の為の各種税制改革（大森私案）の提言」（2008.5.21、西安交通大学で講演）と共にその後大阪の米国総領事宛にも郵送済みのものでもあります。
今回の金融危機に対するアメリカ政府並びに議会への提言
2009.3.22

                京都大学上海センター協力会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副会長　　大森經德
たまたま昨年5月に西安交通大学で講演したこの提言の掲載が、米国ＡＩＧの高額賞与回収への下院9割課税可決ニュースの直後になりましたので、アメリカ政府並びに同議会にも一言提言させて頂きます。私は、かねがねアメリカの貧富の格差の大きすぎることや、企業経営者の普通の常識では考えられない位の高額報酬、その為に会社の利益捻出にも無理が起こっているに違いない程の高額報酬に強い疑問を持ち、批判もしてきました。従って、この提言は、中国以上に、アメリカの今にこそ必要で役立つ提言だと思います。今後二度とこの様な大迷惑を全世界に与えない為に、「アメリカ政府及び議会に対する提言」として、次の文章を贈りたいと思います。

　今回の様な経済の大混乱を二度と起こさない為のアメリカ政府並びに議会の賢明なご判断と政策立案、行動を期待致します

 

　私がずっと以前から批判している通り、そもそも中国の貧富の格差発生の元祖は、アメリカ資本主義の社会制度にある訳で、この際、問題だらけのアメリカの貧富の格差を是正することこそ一番大事なので、アメリカ政府及び議会に対しても、この論文をそのまま提言したい。今、米議会で問題としているのは、一定額以上の公的資金を得た金融機関の幹部に支給される高額賞与だけであるが、この際、これだけの世界的大混乱を引き起こしたアメリカ資本主義の根本的矛盾を是正しておく必要がある。その為には、米国経営者の極端な高額報酬制度そのものが諸悪の根源であるから、この是正の為、個人所得税と地方税の累進課税の合算最高税率をかつての日本が実行していた様に（本文参照）90％に引き上げ、超大金持を作らない社会制度に大転換し、その累進課税強化により得られた税収を財源に、国民皆保険のまだ出来ていない医療保険の国民皆保険化を図ると同時に、貧困層救済の為の各種社会保障制度のセーフテイネットの完備を図ること。これが実現すれば、世界各国も見習う筈であるから、世界の貧困緩和と社会の安定に大いに役立つ筈である。そもそも、一人の人間が一生かかっても使い切れない程の高額報酬を毎年でも支払うことを是、としている様な社会制度は、どんな理由を並べても断じて正しくない。一個人がそんなに大きな社会貢献をしている筈がない。万一貢献しているとしても、それは、その地位に留まっていることの社会的名誉で十分報われている、と考えるべきである。一個人へ支払われる報酬の最高額は、大統領の年収約6,000万円のせいぜい2倍か3倍位でよい。このように超大金持を作らない方針を決定すれば、個人所得税の累進課税強化と同時に、相続税、贈与税の累進度も同じく強化しておく必要がある。これに反し、最近は米国や欧州の一部で相続税廃止論迄出ていると聞いたが、相続税の廃止など全く言語道断である。　　　　　                         
                                                 以上
（本稿は2009年3月23日発行の「京大上海センターニュースレター第258号」に掲載されたものである）
************************************************************************************************
上海街角インタビュー　⑬
社団法人大阪能率協会アジア・中国事業支援室副室長（海外委員）

順利包装集団董事（在上海）

福喜多技術士事務所所長

福喜多俊夫

「リコノミクスは後退したか？」

先に中国の経済政策の舵取りをする李克強首相の政策「リコノミクス」（李克強経済学）について紹介した。李首相の「リコノミクス」の三本の矢は「大規模な景気刺激をしない」「膨張した信用リスクを抑制」「企業の設備過剰の縮小など構造調整」である。一時期、「李克強経済学」は中国のメディアでたびたび取り上げられ、李首相の発言も多かったが、11月9～12日に開催された中国共産党第18期中央委員会第3回全体会議（三中全会）では、「改革を全面的に深めるための若干の重大問題に関する中央委員会の決定」についてのコミュニケを習近平総書記が自分で発表した。これまでの三中全会でのコミュニケ発表は首相が行うのが通例なので今回は異例だ。最近の人民網や新華網の記事を見ると、李首相が経済について発言した記事は殆どなく、掲載されているのは外国元首との面会の記事や東アジア訪問の記事だけ。三中全会のあと次々と出てくる解説記事も、改革の中身は李首相が唱えていた「李克強経済学」からかなり後退して、国有企業を中核とした産業の改革で、国有企業を細分化して国有財産が増える方向にいくのではないかと思われるくらいだ。果たして「李克強経済学」は後退したのであろうか？　　上海で経済通の友人に聞いてみた。

１．40歳代、中国民営会社副総経理

　　三中全会や12月の中央経済工作会議の結果を見ると、財政出動無し等三つのやり方自体は変わっていないと思います。ただし、中国国内では「李克強経済学」という言い方自体はかなり減りました。この理由はよく分かりませんが、次のように推測しています。①李首相の推し進めている経済改革は利益集団の強い抵抗に会いやや下火になっている。　

利益集団は李首相が習主席より露出度が高すぎると非難しているのではないか。

　②「リコノミクス」の世界的知名度があまり高くなると、習主席の側近は中国を代表しているのは李首相ではなく、習主席であることを報道機関に釘をさしたのではないか。

　③今回の三中全会は経済問題に止まらず、司法、社会など総合的な改革を取り上げたので、それを推し進めるには習主席をもっと前面に出さなければならないという党首脳部の判断が働いた、とも考えられる。

最近、李首相が権限を失っている、という報道もあるようですが、それは無いと思います。習主席の下に、李首相のほか、もっと多くの人を参加させて、目標分散を図るのが目的ではないでしょうか。

２．40歳代　日系企業中国人副総経理

　　　中国共産党は政権（党と軍）と行政を分けています。党首（共産党総書記）と行政府の長（首相）のコンビで政治を行っています。コンビについては、強＋弱、弱＋強のパターンがありますが、普通に考えれば党首の方が強いです。現在の習総書記と李首相は中国の庶民からかなり評価されているリーダーです。二人の共通点は①高学歴　②経済建設派　③政治強硬派です。習総書記には「紅二代、地方政府職が長い、軍部人脈」という背景があり、李首相には「学院派、国際関係に詳しい、銀行金融人脈」という背景があります。私は二人の目標とするところは同じだと思っています。二人とも既得権益を打ち崩し改革を成し遂げたいと思っています。ただ、習総書記は政治実務の経験が豊富なことから、拙速な改革は失敗すると考えているのでしょう。今の中国庶民は優しいトップより強面のトップを望んでいます。私は総書記就任前後の習氏の変化に注目しています。「笑顔若僧」からいきなり「鬼」になりました。　庶民は習総書記が先頭に立って改革を進めることを望んでいます。その意味では、李首相ではなく習総書記が経済面でもどんどん発言していることはいいことだと思っています。

３．40歳代後半　人材紹介業総経理

　　李首相は11月27日、ルーマニアの議会で講演し、「中国は経済成長率7.5%前後など主要な予期目標を実現する自信がある」と強調し、「李克強経済学」で自らが述べている改革と発展に対する自信を表明しています。外国で講演する内容は中央の承認をとっていると思われますし、メディアもこの訪問を詳細に報じていますので、「李克強経済学」の骨格は変わっていないと思われます。ただ、今回の三中全会では改革を推進する「全面深化改革領導小組」とともに「国家安全委員会」が設置されているのが注目されます。習総書記は「国家の安全と社会の安定があってはじめて改革開放推進できる」と述べましたが、これが海外のマスコミからは保守派の論理だと評され、改革が停滞するのではないかと見られています。私は改革は息の長いものだと思っているので、「李克強経済学」を実質的に進めるのに、習総書記が先頭に立った方がよいのであれば、それでいいと思っています。

　3名の経済通はいずれも「李克強経済学」の骨格は揺らいでいない。ただ、複雑な権力構造の中で確実に改革を成し遂げるためには、保守派との妥協もある程度は仕方が無いとの現実的な意見を持っていた。

私も習総書記は柔ではないと思っています。習近平総書記の「中国の夢」はアヘン戦争前まで世界経済の3割を占めた超大国への復帰であり、中国式現実主義で「中国は発展途上国である」という主張は変えず、世界的な課題の解決に責任をもつ大国の役割には見向きもしない、という強靭な意志を持っています。国内政治においても目標に向かって現実的で冷徹な政策運営をするものと思います。

以上
************************************************************************************************
【中国経済最新統計】
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外国直接投資金額増加率

(%)
	⑪

貨幣供給量増加率M2(%)
	⑫

人民元貸出残高増加率(%)

	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	2011年
	9.2
	
	
	
	
	1549
	20.3
	24.9
	
	
	
	

	10月
	
	13.2
	17.2
	5.5
	34.1
	170
	15.8
	29.1
	-0.6
	8.7
	16.7
	14.1

	11月
	
	12.4
	17.3
	4.2
	21.4
	145
	13.8
	22.6
	-12.9
	-9.8
	16.2
	14.0

	12月
	8.9
	12.8
	18.1
	4.1
	5.7
	165
	13.3
	12.1
	-15.4
	-12.7
	17.3
	14.3

	2012年
	
	
	
	
	
	2303
	7.9
	4.3
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	4.5
	25.3
	273
	-0.5
	-15.0
	4.6
	10.8
	16.6
	14.8

	2月
	
	21.3
	
	3.2
	－
	-315
	18.3
	40.3
	38.7
	-0.9
	17.8
	15.0

	3月
	8.1
	11.9
	15.2
	3.6
	21.1
	53
	8.8
	5.4
	-6.5
	-6.1
	18.1
	15.7

	4月
	
	9.3
	14.1
	3.4
	19.2
	184
	4.9
	0.4
	-26.1
	-0.7
	17,5
	15.4

	5月
	
	9.6
	13.8
	3.0
	21.0
	187
	15.3
	12.7
	-6.1
	0.0
	17.9
	15.7

	6月
	7.6
	9.5
	13.7
	2.2
	21.8
	317
	11.3
	6.3
	-16.3
	-6.9
	18.5
	16.0

	7月
	
	9.2
	13.1
	1.8
	20.6
	251
	1.0
	5.7
	-7.8
	-8.6
	18.9
	16.0

	8月
	
	8.9
	13.2
	2.0
	19.4
	267
	2.7
	-2.7
	-12.7
	-1.4
	18.4
	16.1

	9月
	7.4
	9.2
	14.2
	1.9
	23.1
	277
	9.8
	2.3
	-6.4
	-6.8
	19.8
	16.2

	10月
	
	9.6
	14.5
	1.7
	22.4
	320
	11.5
	2.2
	1.8
	-0.2
	14.6
	15.9

	11月
	
	10.1
	14.9
	2.0
	20.0
	196
	2.8
	-0.1
	-8.7
	-5.4
	14.5
	15.7

	12月
	7.9
	10.3
	15.2
	2.5
	18.8
	316
	14.0
	6.0
	-7.8
	-4.5
	14.4
	15.0

	2013年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	2.0
	20.8
	291
	25.0
	29.0
	-12.4
	-3.4
	15.9
	15.4

	2月
	
	
	
	3.2
	
	153
	21.7
	-14.9
	-35.6
	6.3
	15.2
	15.1

	3月
	7.7
	8.9
	12.6
	2.1
	21.5
	-9
	10.0
	14.2
	-19.7
	5.7
	15.7
	14.9

	4月
	
	9.3
	12.8
	2.4
	19.8
	182
	14.6
	16.6
	13.9
	0.4
	16.1
	14.9

	5月
	
	9.2
	12.9
	2.1
	19.7
	204
	0.9
	-0.1
	-14.4
	0.3
	15.8
	14.5

	6月
	7.5
	8.9
	13.3
	2.7
	19.9
	271
	-3.3
	-0.9
	-17.3
	20.1
	14.0
	14.1

	7月
	
	9.7
	13.2
	2.7
	20.2
	178
	5.1
	10.8
	1.2
	24.1
	14.5
	14.3

	8月
	
	10.4
	13.4
	2.6
	21.4
	285
	7.1
	7.1
	-11.7
	0.6
	14.7
	14.1

	9月
	7.8
	10.2
	13.3
	3.1
	19.6
	152
	-0.4
	7.4
	-16.8
	4.9
	14.2
	14.3

	10月
	
	10.3
	13.3
	3.2
	19.2
	311
	5.6
	7.5
	-8.2
	1.2
	14.3
	14.1

	11月
	
	10.0
	13.7
	3.0
	17.6
	338
	12.7
	5.4
	-9.3
	2.3
	14.2
	14.2


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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